
株式会社

第204期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

株主資本等変動計算書
計 算 書 類 の 注 記
連結株主資本等変動計算書
連 結 計 算 書 類 の 注 記

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで
　

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月18日 18時48分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



第204期 (平成27年４月１日から) 株主資本等変動計算書平成28年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 12,008 4,932 4,932 7,076 91,020 8,256 106,352
当期変動額
　剰余金の配当 △980 △980
　当期純利益 6,685 6,685
　別途積立金の積立 6,000 △6,000 －
　自己株式の取得
　土地再評価差額金
　の取崩 62 62
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 － － － － 6,000 △232 5,767
当期末残高 12,008 4,932 4,932 7,076 97,020 8,023 112,119
　

（単位：百万円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計自己株式 株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △2,972 120,321 26,862 △2,845 1,179 25,197 145,518
当期変動額
　剰余金の配当 △980 △980
　当期純利益 6,685 6,685
　別途積立金の積立 － －
　自己株式の取得 △4 △4 △4
　土地再評価差額金
　の取崩 62 62
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △2,752 △585 2 △3,335 △3,335
当期変動額合計 △4 5,763 △2,752 △585 2 △3,335 2,427
当期末残高 △2,976 126,084 24,110 △3,431 1,182 21,861 147,945
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第204期 (平成27年４月１日から)計算書類の注記平成28年３月31日まで

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　重要な会計方針
1． 商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

2． 有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子
法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として
決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。

3． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　 建 物 ２年～50年
　 その他 ２年～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に
おける利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用
年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決
めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

6． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公
認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 平成24年７月４日）に規定する正常先債権及び要注意先
債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上し
ております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
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　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しております。

（2）役員賞与引当金
　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事
業年度に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務
費用、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額
法により損益処理

数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として５
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理

（4）役員退職慰労引当金
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見
積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（5）睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

（6）偶発損失引当金
　偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに
備えるため、負担金支払見込額を計上しております。

7． ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ
　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基
準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14
年２月13日。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を個別に特定し評価しております。また、キャッシュ・フロ
ーを固定するヘッジについては、業種別監査委員会報告第24号に基づき金利インデックス及び一定の金
利改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定して
おります。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っている
ため、高い有効性があると見なしており、これをもって有効性の判定に代えております。
　なお、一部の資産・負債については、金利スワップ等の特例処理を行っております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
25号 平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について
は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取
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引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相
当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

8． 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

　会計方針の変更
　（「企業結合に関する会計基準」等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」
という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、「事業分
離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計
上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会
計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法
に変更いたします。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）及び事業分離等会計基準第57-4
項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しておりま
す。
　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響額はありません。

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
　 （有形固定資産の減価償却方法の変更）
　当行の有形固定資産（リース資産除く）の減価償却方法は、従来、定率法を採用しておりましたが、当事
業年度より定額法へ変更しております。
　当行は、当期よりスタートした長期経営計画「やまぎん・イノベーション・プランⅢ」において、ＡＴＭ
などへの積極的な投資とともに、営業用店舗の建替・改修工事も予定しております。これらの案件に対する
投資検討開始を契機として、有形固定資産の減価償却方法を検討した結果、当行の営業店舗及び事務機器等
は長期安定的に使用され、その使用価値は存続期間を通じて概ね一定であるため、使用実態に合わせて、使
用可能期間にある耐用年数にわたり均等に費用配分を行う定額法が経営の実態をより適切に期間損益に反映
させることができると判断し、会計方針の変更を行うものであります。
　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益はそれ
ぞれ99百万円減少しております。

　注記事項
（貸借対照表関係）
1． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸付けている有価証券が、国債に53,322百万円含まれて
おります。

2． 貸出金のうち、破綻先債権額は1,025百万円、延滞債権額は14,804百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
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第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

3． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出
金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

4． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,849百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

5． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は18,684百万円で
あります。
　なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却または（再）担保という方法で
自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、8,079百万円であります。

7． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 180,991百万円
担保資産に対応する債務
預金 16,534百万円
債券貸借取引受入担保金 35,130百万円
借用金 45,155百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券32,568百万円
を差し入れております。
　また、その他の資産には、保証金313百万円が含まれております。

8． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、529,090百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が516,407百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

9． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
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　再評価を行った年月日 平成14年３月31日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法
(平成3年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために
国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口
狭小補正等により合理的な調整を行って算出する方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評価
を併用。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 3,963百万円

10． 有形固定資産の減価償却累計額 25,869百万円
11． 有形固定資産の圧縮記帳額 2,055百万円
12. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は8,467百万円であります。

13． 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額　 34百万円
14． 関係会社に対する金銭債権総額 9,513百万円
15． 関係会社に対する金銭債務総額 7,209百万円
　（損益計算書関係）
1． 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 146百万円
役務取引等に係る収益総額 74百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 15百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 2百万円
役務取引等に係る費用総額 382百万円
その他の取引に係る費用総額 389百万円

2． 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した以下の営業店舗等について、帳簿価
額を回収可能額まで減額し当該減少額27百万円を減損損失として特別損失に計上しております。
　 区分 主な用途等 種類 減損損失 場所
　 稼動資産 営業店舗２か所 土地 27百万円 山形県内
　 （うち土地 27百万円）
　営業用店舗については、営業店ごと（ただし連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単
位）に継続的な収支の把握を行っていることから各店舗を、遊休資産については各資産をグルーピングの最
小単位としております。本部、事務センター、社宅、寮等については、独立したキャッシュ・フローを生み
出さないことから共用資産としております。資産グループの回収可能額は、正味売却価額により測定してお
ります。正味売却価額は、資産の重要性を勘案し、主として「地価税法第16条に規定する地価税の課税価
格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額」
等に基づき算定しております。
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3． 関連当事者との取引
　(1) 子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注２） 科目 期末残高

子会社 山銀保証サービス
株式会社

直接所有
5.0％
間接所有
45.0％

当行ローンの
被保証
預金取引
役員の兼任

貸出金被保証 415,162 ― ―
保証料の支払 306 ― ―
代位弁済金の受取 114 ― ―

　取引条件及び取引条件の決定方針
（注１） 山銀保証サービス株式会社との取引については、すべて通常の取引であり、一般の取引条件と同様であります。
（注２） 取引金額には、消費税は含めておりません。
　(2) 役員及びその近親者等

（単位：百万円）

属性 会社等の名称
又は氏名

資本金又
は出資金

議決権等の
所有 (被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(注１) 科目 期末残高

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

男山酒造株式会社
(注２) 35

被所有
直接
0.01％

与信
取引先

資金の
貸付 48 貸出金 49

山形酒類販売
株式会社(注３) 30 ― 与信

取引先
資金の
貸付 107 貸出金 25

髙島電機株式会社
(注４) 70

被所有
直接
0.01％

与信
取引先

資金の
貸付 431 貸出金 ―

　(注１) 取引条件及び取引条件の決定方針等は、他の取引先と同一であります。なお、取引金額は平均残高を記載してお
ります。

　(注２) 男山酒造株式会社は、取締役尾原儀助氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しております。
　(注３) 山形酒類販売株式会社は、取締役尾原儀助氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しております。
　(注４） 髙島電機株式会社は、取締役井上弓子氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しておりましたが、当事業年度

中に議決権等の保有割合が減少したことにより、関連当事者に該当しないこととなったため、取引金額は関連当
事者であった期間の金額を、また、所有割合は関連当事者に該当していた時点での割合を記載しております。な
お、期末残高については記載を省略しております。

　
（株主資本等変動計算書関係）
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数 摘 要

自己株式
　 普通株式 6,554 9 － 6,563 注
　 合 計 6,554 9 － 6,563
（注）普通株式の自己株式の増加９千株は、単元未満株式の買取による増加９千株であります。
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（有価証券関係）
　貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」並びに「買入
金銭債権」中の信託受益権が含まれております。

1． 売買目的有価証券（平成28年３月31日現在）
　

当事業年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 0
　
2． 満期保有目的の債券（平成28年３月31日現在）

　

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照表計上額を超える
もの

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社 債 7,815 8,017 202
そ の 他 ― ― ―

小 計 7,815 8,017 202

時価が貸借対照表計上額を超えな
いもの

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社 債 652 608 △43
そ の 他 ― ― ―

小 計 652 608 △43
合 計 8,467 8,626 158

　
3． 子会社･子法人等株式及び関連法人等株式（平成28年３月31日現在）

　

貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ― ―

合 計 ― ― ―
（注） 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式又は出資金

　

貸借対照表計上額
（百万円）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 21
関 連 法 人 等 株 式 ―
投 資 事 業 組 合 等 出 資 金 744

合 計 765
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社・子
法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。
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4． その他有価証券（平成28年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

株 式 26,808 11,759 15,049
債 券 519,991 503,056 16,934
　国 債 317,749 307,247 10,502
　地 方 債 100,155 95,418 4,737
　短期社債 ― ― ―
　社 債 102,085 100,390 1,695
その他 109,813 105,363 4,450
　外国債券 79,575 76,964 2,610
　そ の 他 30,238 28,398 1,840

小 計 656,614 620,179 36,434

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

株 式 6,170 6,771 △600
債 券 13,331 13,344 △12
　国 債 13,032 13,044 △11
　地 方 債 ― ― ―
　短期社債 ― ― ―
　社 債 299 300 △0
その他 52,543 53,708 △1,165
　外国債券 27,205 27,445 △240
　そ の 他 25,337 26,262 △925

小 計 72,045 73,824 △1,778
合 計 728,659 694,003 34,655

（注） 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

株 式 1,586
そ の 他 3,595

合 計 5,181
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価
証券」には含めておりません。　
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5． 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）
売 却 原 価
（百万円）

売 却 額
（百万円）

売 却 損 益
（百万円）

国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社 債 199 200 1
そ の 他 ― ― ―

合 計 199 200 1
（売却の理由）買入消却のため

6． 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）
売 却 額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 7,673 3,204 349
債 券 175,353 1,704 732
　国 債 122,586 1,562 681
　地 方 債 38,817 135 ―
　短期社債 ― ― ―
　社 債 13,949 6 51
その他 61,374 724 928

合 計 244,401 5,633 2,010
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（税効果会計関係）
　 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
　貸倒引当金 870百万円
　有価証券償却 237
　減価償却費 775
　繰延ヘッジ損益 1,505
　その他 1,339
繰延税金資産小計 4,728
評価性引当額 △900
繰延税金資産合計 3,828
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 10,544
　その他 286
繰延税金負債合計 10,831
繰延税金負債の純額 7,002百万円

２．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の
法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年
度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の
計算に使用する法定実効税率は従来の32.5％及び32.0％から、平成28年４月１日に開始する事業年度以
降に解消が見込まれる一時差異等については30.5％となります。この税率変更により、繰延税金負債は
344百万円減少し、その他有価証券評価差額金は518百万円増加し、繰延ヘッジ損益は74百万円減少し、
法人税等調整額は100百万円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は65百万円減少し、土地再評
価差額金は同額増加しております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 905円22銭
１株当たりの当期純利益金額 40円91銭
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(平成27年４月１日から) 連結株主資本等変動計算書平成28年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 12,008 4,934 106,816 △2,972 120,787
当期変動額
　剰余金の配当 △980 △980
親会社株主に帰属
する当期純利益 6,714 6,714
　自己株式の取得 △4 △4
　土地再評価差額金
　の取崩 62 62
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― 5,796 △4 5,791
当期末残高 12,008 4,934 112,612 △2,976 126,578
　

（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

非支配
株主持分 純資産合計その他有価

証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付に
係る調整累
計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 26,863 △2,845 1,179 1,116 26,314 7,593 154,694
当期変動額
　剰余金の配当 △980
親会社株主に帰属
する当期純利益 6,714
　自己株式の取得 △4
　土地再評価差額金
　の取崩 62
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △2,752 △585 2 △1,678 △5,014 473 △4,541
当期変動額合計 △2,752 △585 2 △1,678 △5,014 473 1,250
当期末残高 24,111 △3,431 1,182 △562 21,300 8,066 155,944
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(平成27年４月１日から)連結計算書類の注記平成28年３月31日まで
　　 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　子会社、子法人及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており
ます。
　1． 会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有
価証券については原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に
より算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価
法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　当行の有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりで
あります。
　 建 物 ２年～50年
　 その他 ２年～15年
　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として
定率法により償却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行
並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しており
ます。
③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐
用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の
取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

（5）貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公
認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 平成24年７月４日）に規定する正常先債権及び要注意先
債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上し
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ております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必
要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
それぞれ計上しております。

（6）役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連
結会計年度に帰属する額を計上しております。

（7）役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見
積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（8）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

(9) 偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに
備えるため、負担金支払見込額を計上しております。

(10)利息返還損失引当金の計上基準
　利息返還損失引当金は、連結子会社が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に備える
ため、過去の返還状況を勘案し、返還見込額を合理的に見積り計上しております。

(11)退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次の
とおりであります。
過去勤務費用 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法

により損益処理
数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処
理

　なお、一部の連結される子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(12)外貨建の資産・負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

(13)リース取引の処理方法
（貸手側）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する
連結会計年度に属するものについては、「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第16号 平成19年３月31日）第81項に基づき、同会計基準適用初年度の前連結会計年度末における固

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月18日 18時48分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



定資産の適正な帳簿価額（減価償却累計額控除後）をリース投資資産の期首の価額として計上しておりま
す。
　また、当該リース投資資産に関しては、会計基準適用後の残存期間における利息相当額の各期への配分
方法は、定額法によっております。

(14)重要なヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク・ヘッジ
　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商
品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号 平成14年２月13日。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象
となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を個別に特定し評価しております。キャ
ッシュ･フローを固定するヘッジについては、業種別監査委員会報告第24号に基づき金利インデックス
及び一定の金利改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段
として指定しております。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ
指定を行っているため、高い有効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えておりま
す。
　なお、一部の資産・負債については、金利スワップ等の特例処理を行っております。
(ロ)為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお
ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第25号 平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の
方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び
為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
　連結される子会社及び子法人等はヘッジ会計の適用される取引は行っておりません。

(15)消費税等の会計処理
　当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。

(16)収益及び費用の計上基準
　ファイナンス・リース取引に係る収益計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上
する方法によっております。

　会計方針の変更
（「企業結合に関する会計基準」等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」
という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下、「連結会計
基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、
「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社及び
子法人等に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生し
た連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施され
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る企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連
結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少
数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項(4)、連結会計基準第44-5項(4)及び事
業分離等会計基準第57-4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来
にわたって適用しております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額はありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）
　当行の有形固定資産（リース資産除く）の減価償却方法は、従来、定率法を採用しておりましたが、当連
結会計年度より定額法へ変更しております。
　当行は、当期よりスタートした長期経営計画「やまぎん・イノベーション・プランⅢ」において、ＡＴＭ
などへの積極的な投資とともに、営業用店舗の建替・改修工事も予定しております。これらの案件に対する
投資検討開始を契機として、有形固定資産の減価償却方法を検討した結果、当行の営業店舗及び事務機器等
は長期安定的に使用され、その使用価値は存続期間を通じて概ね一定であるため、使用実態に合わせて、使
用可能期間にある耐用年数にわたり均等に費用配分を行う定額法が経営の実態をより適切に期間損益に反映
させることができると判断し、会計方針の変更を行うものであります。
　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純
利益はそれぞれ99百万円減少しております。
　

　注記事項
（連結貸借対照表関係）
1． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に合計
53,322百万円含まれております。

2． 貸出金のうち、破綻先債権額は1,051百万円、延滞債権額は14,877百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）
第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

3． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は28百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

4． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,857百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
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5． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は18,814百万円で
あります。
　なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。
　これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保
という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、8,079百万円であります。

7． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 180,991百万円
担保資産に対応する債務
預 金 16,534百万円
債券貸借取引受入担保金 35,130百万円
借 用 金 45,155百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券32,568百万円
を差し入れております。
　また、その他資産には、保証金314百万円が含まれております。

8． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、545,153百万円であります。このうち原契約期間が１
年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が532,470百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ･フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行
並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること
ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を
徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

9． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負
債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日 平成14年３月31日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第4号に定める地価税
法(平成3年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響
加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算出する方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士
による鑑定評価を併用。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 3,963百万円
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10． 有形固定資産の減価償却累計額 25,973百万円
11． 有形固定資産の圧縮記帳額 2,055百万円
12. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証
債務の額は8,467百万円であります。

（連結損益計算書関係）
1． 営業利益の減少によるキャッシュ･フローの低下及び地価の下落した以下の営業用資産について、帳簿価
額を回収可能額まで減額し、当該減少額27百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

　 区 分 主な用途等 種 類 減損損失 場所
　 稼動資産 営業店舗２か所 土地及び建物等 27百万円 山形県内

（うち土地 27百万円）
　営業用店舗については、営業店ごと（ただし連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単
位）に継続的な収支の把握を行っていることから各店舗を、遊休資産については各資産をグルーピングの最
小単位としております。本部、事務センター、社宅、寮等については、独立したキャッシュ･フローを生み
出さないことから共用資産としております。資産グループの回収可能額は、正味売却価額により測定してお
ります。正味売却価額は、資産の重要性を勘案し、主として「地価税法第16条に規定する地価税の課税価
格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」
等に基づき算定しております。

　
（連結株主資本等変動計算書関係）
1． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘要

発行済株式
　普通株式 170,000 ― ― 170,000
　合 計 170,000 ― ― 170,000
自己株式
　普通株式 6,554 9 ― 6,563 注
　合 計 6,554 9 ― 6,563
　 注. 普通株式の自己株式の増加９千株は、単元未満株式の買取による増加９千株であります。
　
2． 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

平成27年６月24日
定時株主総会 普通株式 490百万円 3.0円 平成27年３月31日 平成27年６月25日

平成27年11月13日
取締役会 普通株式 490百万円 3.0円 平成27年９月30日 平成27年12月10日

合 計 980百万円
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（2）平成28年６月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案
いたしております。

　 ① 配当金の総額 653百万円
　 ② １株当たり配当額 4.0円
　 ③ 基準日 平成28年３月31日
　 ④ 効力発生日 平成28年６月24日

なお、配当原資は、利益剰余金であります。

（金融商品関係）
1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当行グループ（以下、当行という）は、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業
務等、主として銀行業務中心に金融サービスに係る事業を行っております。当行が主たる事業とする銀行
業務においては、預金やコールマネー等による資金調達を行う一方、貸出金や有価証券投資による資金運
用を行っております。このように、当行の金融資産及び金融負債は金利変動の影響を受けやすいことか
ら、金融市場環境の変化によって損失を被る市場リスク（金利リスクや価格変動リスク等）を有している
ほか、資金繰りに困難が生じたりするリスクも有しております。
　このため、資産・負債の状況と金融資本市場の動向を踏まえ、資金繰りや投資方針に合わせて、収益と
リスクのバランスを適切にコントロールするための資産・負債の総合管理（ALM）を行っており、その
一環としてデリバティブ取引も行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当行が保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する営業貸付金であり、顧客の契約不
履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有価証券は、主に株式、債券、投資信
託であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的等で保有しております。これらは、それぞれ発行
体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　金融負債である預金やコールマネー等は、金融資産との金利又は期間のミスマッチによる金利変動リス
クを有しております。また、予期せぬ資金の流出等により資金繰りがつかなくなる場合や、通常よりも著
しく高い金利にて調達することを余儀なくされることによる損失を被る資金繰りのリスクを有しているほ
か、市場全体の信用収縮等の混乱により、必要な資金の調達ができなくなる場合や、通常より著しく不利
な価格での取引を余儀なくされることにより、損失を被る等の市場流動性リスクを有しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
　当行では、融資を行う際の基本的な考え方、行動基準等を定めた「クレジットポリシー（融資業務規
範）」、信用リスクの具体的な管理方法等を定めた「信用リスク管理規程」に基づき、公共性・安全性・
成長性・収益性を重視した与信判断、信用格付・自己査定によるリスク量の把握、特定先への集中排除
を原則としたリスクコントロール等に取り組んでおります。また、審査管理部門を営業推進部門から分
離し、独立性を確保したうえで、厳正な信用リスク管理を行っております。
　自己査定については、資産の健全性確保の観点から、監査部門による監査を含め、厳格な査定を実施
するとともに、査定結果に基づいた適正な償却・引当を行っております。
　さらに、事業性融資先を対象とした信用格付制度を導入し、定量面・定性面の両面から企業実態の把
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握に努めております。
　信用リスクの減殺方法としては、当行が融資取引に際して徴求している物的担保及び人的担保（保
証）、貸出金と預金との相殺等があり、当行では、「クレジットポリシー（融資業務規範）」において担
保についての考え方を定め、担保の評価、管理の方針及び手続きは取扱要領等により規程化しておりま
す。
　信用リスク量の測定方法及び手続については、取扱要領等により規程化しており、融資先の信用格付
等に基づくリスク計測を月次で実施しております。なお、計測結果についてはＡＬＭ会議（常務会）へ
の報告を行っております。
② 市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
　当行は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。ALMに関する規程及び要領等にお
いてリスク管理方法や手続き等の詳細を明記しており、またALM委員会における協議を踏まえ、
ALM会議（常務会）において現状の把握、実施の把握・確認、今後の対応等の協議を行っておりま
す。具体的には、ギャップ分析や金利感応度分析を基本とし、BPV（ベーシス・ポイント・バリュ
ー）、VaR（バリュー・アット・リスク）等の手法を用いてモニタリングを行い、月次ベースでALM
会議に報告しております。なお、ALMの一環として、金利リスクをヘッジするための金利スワップ
等のデリバティブ取引も行っております。
(ⅱ)価格変動リスク管理
　有価証券を含む投資商品の運用・管理については、半期ごとに取締役会で決定する「運用方針及び
リスク管理方針」に基づいて行っております。有価証券の運用においては、金融市場部のミドルセク
ション及び総合企画部リスク統括室において、VaR等を用いて市場リスク量を定量的・網羅的に計
測・把握しております。また、これらの情報は日次・週次・月次等、金融商品ごとに定めた頻度で担
当取締役やALM会議（常務会）等に報告され、規定の遵守状況等が管理されております。
(ⅲ)市場リスクに関する定量的情報
　当行において、主要なリスク変数である金利リスク及び価格変動リスクの影響を受ける主な金融商
品は、「貸出金」、「有価証券」、「預金」、「デリバティブ取引」等であります。
　当行において市場リスク量として使用しているVaRの算定にあたっては、分散共分散法（保有期間
90日（※）、信頼区間99％、観測期間250営業日）を採用しております。
　平成28年３月31日（連結決算日）現在の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で31,581百
万円であります。
　なお、当行では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティング等を実施して
おり、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計
測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場
合があります。
（※）「有価証券」のうち政策投資株式の保有期間は125日

③ 流動性リスクの管理
　当行では流動性リスクの管理手続、管理体制等を定めた「流動性リスク管理規程」に基づき、管理部
署の明確化を図るとともに、平常時・懸念時・緊急時等、状況に応じた流動性準備の水準を設定するな
ど、不測の事態が生じても流動性が十分確保できるような管理体制を構築しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なる場合があります。

2． 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に含めておりません（（注）２参
照）。また、重要性が乏しいと思われる科目については表記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）現金預け金 106,159 106,159 ―
（2）有価証券
　 満期保有目的の債券 8,467 8,626 158
　 その他有価証券 726,749 726,749 ―
（3）貸出金 1,584,509
　 貸倒引当金（※１） △5,993

1,578,516 1,609,083 30,567
資産計 2,419,892 2,450,619 30,726
（1）預金 2,075,390 2,075,885 △494
（2）譲渡性預金 119,845 119,849 △3
（3）債券貸借取引受入担保金 35,130 35,130 ―
（4）借用金 48,088 48,306 △217
（5）新株予約権付社債 11,268 10,776 491
負債計 2,289,723 2,289,949 △225
デリバティブ取引（※２）
　ヘッジ会計が適用されていないもの 860 860 ―
　ヘッジ会計が適用されているもの (4,935) (4,935) ―
デリバティブ取引計 (4,074) (4,074) ―
（※１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※２） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生

じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しており
ます。

（注１） 金融商品の時価の算定方法
資産
（1）現金預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
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ります。満期のある預け金については、残存期間が１年以内と短期であり、時価は帳簿価額に近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。

（2）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格等によっております。
投資信託は公表されている基準価格によっております。
　自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、債券額面金額及び利息の合計を同様の新規
私募債を引受けした場合に想定される利率で割り引いて算定しております。

（3）貸出金
　貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間（残存期間又は金利の更改期間）に基づく区分ご
とに、元利金の合計を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま
す。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの
現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決
算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当
該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けていないものにつ
いては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似していると想定されるため、帳簿価
額を時価としております。

負債
（1）預金、及び（2）譲渡性預金
　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしておりま
す。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現
在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いておりま
す。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。

（3）債券貸借取引受入担保金
　債券貸借取引受入担保金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額に近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

（4）借用金
　借用金については、借用金の種類及び内部格付、期間（残存期間または金利の更改期間）に基づく区分
ごとに、元利金の合計を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており
ます。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。

（5）新株予約権付社債
　当行の発行する社債の時価は、市場価格によっております。
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デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連取引（金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（為替予約
等）、債券関係取引（債券先物）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等に
より算出した価額によっております。

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであ
り、「金融商品の時価等に関する事項」の「資産 (2) その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

① 非上場株式（※１）（※２） 1,608
② その他（※３） 4,339

合 計 5,948
（※１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価

開示の対象とはしておりません。
（※２） 当連結会計年度において、非上場株式について２百万円減損処理を行っております。
（※３） その他については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示

の対象とはしておりません。

（税効果会計関係）
　 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年
度から法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算
に使用する法定実効税率は従来の32.5％及び32.0％から、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に
解消が見込まれる一時差異等については30.5％となります。この税率変更により、繰延税金資産は７百万円
減少し、繰延税金負債は333百万円減少し、その他有価証券評価差額金は518百万円増加し、繰延ヘッジ損益
は74百万円減少し、退職給付に係る調整累計額は12百万円減少し、法人税等調整額は106百万円増加してお
ります。再評価に係る繰延税金負債は65百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 904円81銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 41円08銭
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